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【要素・基準設定】
○ 全国の見守りNWの見える化
・見守りNWの整理基準・要素の設定、マッピング、個々のNWの活動内容の図解等

※例えば、人口規模、中心部局の属性等の要素を視点として、マトリックス表等により各地の協議会を整理
○ 活性化方策の検討
・活性化要素の分析（マスト要素・ベター要素の分析）
※人口規模が５万人未満の自治体においては福祉部局中心かつ生活再建まで視野に入れた複層的な見守り体制が活性化には望ましい等の活性化要素を抽出。

→追加の事例分析や不活性事例の分析も含める。
・ミニマムスタンダードの設定（分類したモデルごとに活動に必要な要素の設定）

【現状把握・再整理】
○ 見守りNWの設置状況の整理
・見守りNWの設置届のデータに基づきデータベース化［Excelデータ］
※経年により古いデータは自治体に依頼して最新の内容に更新

○ 都道府県独自のマニュアル等や他省庁類似制度の関連情報の収集・整理

令和７年度 地方消費者行政に関する先進的モデル事業

今後、高齢化・単身世帯化が更に進む中にあって、待ちの相談対応に留まらず、住民の相談ニーズを汲み取り、消費者被害の未然防止・被害
回復を能動的に行っていくためには、積極的に地域に出向く消費者安全確保地域協議会（以下「見守りNW」という。）の取組の活性化や見守
り活動の充実が必要。
しかしながら、見守りNWの全国の自治体における設置は総自治体数に対して３割程度であり、これまでのモデル事業等でも都道府県を通じた設

置促進活動を行っているが、新たな設置は頭打ちの状態である。また、これまで設置した自治体にあってもその活動実態は不明瞭なところも多い上、
活動が活発とは言えない状況。

また、地域の行政リソースが縮減していく中、活性化に向けては、若者、民間企業、法律家等、多様な地域の担い手・協力団体を育成する必
要

１ 現状と課題

① 見守りNWの全体の現状を把握、再整理すると共に、データの効率的な整理手法の構築を通じて業務効率化。
② 見守りNWの活性化に向け、活性化要素の分析、各地域の先進事例の周知方法の見直し。
③ 高齢化・単身世帯化、自治体の行政リソースの縮小、デジタル化の進展等、社会変化に伴う新たな自治体における先進事例の創出。

２ 目的

３ 事業内容

【先進事例の創出】
○ 今後の社会状況・課題を見据えた見守りネットワークの先進事例の創出
※例えば、人手不足をデジタル技術（IOT、オンライン会議ツール等）で補う見守り活動、相談体制を広域連携するエリアにおける、相談ニーズを取りこぼさない見守り活動

【消費生活協力員・協力団体養成】
○ 地域の見守りの担い手の育成のため、講座・研修会等を企画・開催

＜事業規模 ７０百万円＞
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